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「私立学校法の一部を改正する法律等の施行に伴う財務情報の公開等について（通知）」（平成16年7月23日文科高第304号）の「別添１」より
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様式4

財 産 目 録

平成 年 月 日現在

科 目 金 額

I 資産の部

1. 流動資産

現金預金

現金手許有高 XXX 

普通預金 00銀行00支店 XXX 

未収会費 xx年度会費xx名分 XXX 

．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．． XXX 

流動資産合計 XXX 

2. 固定資産

(1) 基本財産

士 地 00平米 XXX 

投資有価証券 第0回利付国債 XXX 

. . . . . . . . . . . .  . . . . . . . . . . . . . . . . . . XXX 

基本財産合計 XXX 

(2) 特定資産

退職給付引当資産 定期預金 XXX 

00銀行00支店
. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . XXX 

特定資産合計 XXX 

(3) その他固定資産
............ .................. XXX 

. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . XXX 

その他固定資産合計 XXX 

固定資産合計 XXX 

資産合計 XXX 

II 負債の部

1. 流動負債

未払金 00に対する未払額 XXX 

............ ．．．．．．．．．．．．．．．．．． XXX 

流動負債合計 XXX 

2. 固定負債

退職給付引当金 XXX 

. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . XXX 

固定負債合計 XXX 

負債合計 XXX 

正味財産 XXX 
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テキストボックス
（参考）公益法人の財産目録（H16）公益法人会計基準の改正等について（平成１６年１０月１４日公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議申合せ）より抜粋



当期増加額と当期減少額は相殺せずに、それぞれ総額で記載する。
「当期減少額」欄のうち、 「その他」の欄には、目的使用以外の理由による減少額を記載

し、その理由を脚注する。

引当金について、財務諸表の注記において記載している場合には、その旨を記載し、内

容の記載を省略することができる。

(6) 財産目録

財 産 目 録

平成 年 月 日現在

貸借対照表科目
（流動資産）

場所・物量等 使用目的等
（単位：円）

金額

現金

預金

手元保管 運転資金として

運転資金として

XXX 

普通預金
00銀行00支店

XXX 

流動資産合計
（固定資産）

基本財産 1 土 地

XXX 

建物

00m2 公益目的保有財産であり、00事業の施設に使用I XXX 
xx市▽▽町3- 5 している。
-1

OOni I 3~4階部分：公益目的保有財産であり、00事 XXX 
xx市▽▽町3- 5 業の施設に使用している。
-1 I 1~2階部分：△△事業に使用している。 I XXX 
4階建

美術品 I絵画 0点
0年0月以前取得

投資有価証券 I第0回利付国債他

公益目的保有財産であり、00事業に供しているI XXX 
不可欠特定財産である。

公益目的保有財産であり、運用益を00事業の闘 XXX 
源として使用している

特定資産 100積立資産 I定期預金
00銀行00支店

00積立資産 1xx社債

00株式

00事業の積立資産であり、資産取得資金としてI XXX 
管理されている預金

満期保有目的で保有し、運用益を00事業の財源 XXX 
として使用している。

寄付により受け入れた株式であり、長期間保有ず XXX 
ることにより、運用益を00事業の財源として使
用している。

建物 00m2 

東京都△△区▲▲
4-6-2

公益目的保有財産であり、00事業に使用していI XXX 
る。

その他
XXX 

32 

参考資料３
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（参考）公益法人の財産目録(H20)（「公益法人会計基準」の運用指針より該当ページを抜粋。）
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別紙4

肱 産 且 録

令和 年 月 日現在

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

I 資産の部

1流動資産

現金預金

現金 現金手許有高 運転資金として XXX 

普通預金 00銀行00支店他 運転資金として XXX 

小計 XXX 

事業未収金 0月分介護報酬等 XXX 

■ ■ ■ ■ ■ ■  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  ． ． ． ． ． ． ． ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

流動資産合計 XXX 

2固定資産

(1)基本財産

土地 (A拠点）00市00町1-1-1 第1種社会福祉事業である、00施設等に XXX 
使用している

(B拠点）00市00町2-2-2 第2種社会福祉事業である、▲▲施設等に XXX 
使用している

小計 XXX 

建物 (A拠点）00市00町1-1-1 19X X年度
第1種社会福祉事業である、00施設等に XXX XXX XXX 
使用している

(B拠点）00市00町2-2-2 19X X年度
第2種社会福祉事業である、▲▲施設等に XXX XXX XXX 
使用している

小計 XXX 

定期預金 00銀行00支店他
寄附者により00事業に使用することが指 XXX 
定されている

投資有価証券 第0回利付国債他 特段の指定がない XXX 

■ ■ ■ ■ ■ ■  ． ． ． ． ． ． ． ． ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

基本財産合計 XXX 

(2)その他の固定資産

土地 (0拠点）00市00町3-3-3 5年後に開設する00事業のための用地 XXX 

（本部拠点）00市00町4-4-4 本部として使用している XXX 

小計 XXX 

建物 (C拠点）00市00町5-5-5 20X X年度
第2種社会福祉事業である、訪問介護事業 XXX XXX XXX 
所に使用している

車輌運搬具 00他3台 利用者送迎用 XXX XXX XXX 

00積立資産 定期預金 00銀行00支店他
将来における00の目的のために積み立て XXX 
ている定期預金

■ ■ ■ ■ ■ ■  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  ． ． ． ． ． ． ． ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

その他の固定資産合計 XXX 

固定資産合計 XXX 

資産合計 XXX 

11 負債の部

1流動負債

短期運営資金借入金 00銀行00支店他

／： 
x x x 

事業未払金 0月分水道光熱費他 XXX 

職員預り金 0月分源泉所得税他 XXX 

■ ■ ■ ■ ■ ■  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

流動負債合計 XXX 

2固定負債

設備資金借入金 独立行政法人福祉医療機構他

／
XXX 

長期運営資金借入金 00銀行00支店他 XXX 

■ ■ ■ ■ ■ ■  ． ． ． ． ． ． ． ． ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

固定負債合計 XXX 

負債合計 XXX 

差引純資産 XXX 

（単位：円）

（記載上の留意事項）

•土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。
•同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。
・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一 致させる。
・「使用目的等」欄には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔に記載する。
なお、負債については、「使用目的等」棚の記載を要しない。

・「貸借対照表価額」欄は、 「取得価額」欄と「減価償却累計額」欄の差額と同額になることに留意する。
・建物についてのみ「取得年度」欄を記載する。
・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、「減価償却累計額」欄を記載する。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。
また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を 「減価償却累計額」欄に記載する。

・車輌運搬具の00には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。
・預金に関する口座番号は任意記載とする。

参考資料３
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テキストボックス
（参考）社会福祉法人の財産目録「社会福祉法人会計基準の運用上の取り扱い」（厚生労働省社会・援護局長等通知）より抜粋。



社会福祉連携推進法人名

貸借対照表科目

（流動資産）

現金

預金

流動資産合計

（固定資産）

土地

建物

投資有価証券

積立資産

固定資産合計

資産合計

（流動負債）

事業末払金

短期運営資金借
入金

流動負債合計

（固定負債）

長期運営資金借
入金

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計

純資産

財 産 目 録
（令和 年 月＿＿日 現在）

場所・物量等 使用目的等

手持保管 運転資金として

普通預金 運転資金として

00銀行00支店

00可 社会福祉連携推進目的事業財産であり、
00業務に使用している。

00市00町00

00対 3~4階部分：社会幅祉連携推進目的事

00市00町00
業財産であり、 00業務に使用してい
る。

4階建 1~2階部分： △△業務に使用してい
る。

第0阿利付国債他 社会福祉連携推進目的事業財産であり、
運用益を00業務の財源として使用して
しヽる。

定期預金 社会福祉連携推進目的事業財産であり、

0年0月以前取得
00業務に供している。

00に対する末払額 00業務に供する備品購入の未払い分

00銀行00支店 運転資金

00銀行00支店 00業務に供する建物を取得するための
借入れ

従業員に対するもの 従業員00名に対する退職金の支払いに
備えたもの

うち社会福祉連携推進目的取得財産残額

18 
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（単位：円）

金額

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

XXX 

参考資料３

kaneno
テキストボックス
（参考）社会福祉連携推進法人の財産目録「社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱いについて」（令和３年厚生労働省社会・援護局長等通知）より抜粋。
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（参考）医療法人の財産目録医療法人における事業報告書等の様式について（厚生労働省医政局指導課長通知）より
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